
　
こ
れ
ま
で
各
市
町
村
が
独
自
に
定
め
て
い
た
保
険

料
を
算
出
す
る
た
め
の
保
険
料
率
は
、
平
成
30
年
度

か
ら
府
内
統
一
基
準
と
な
り
、
ど
の
市
町
村
で
も
同

じ
所
得
、
同
じ
世
帯
構
成
で
あ
れ
ば
、
同
じ
保
険
料

と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
急
激
な
変
動
等
が
な
い
よ

う
経
過
措
置
を
実
施
し
ま
す
。

　
普
通
徴
収
（
納
付
書
・
口
座
振
替
）
の
納
付
の
仕
組

み
が
変
わ
り
ま
す
。
変
更
は
次
の
２
点
で
す
。

■ 

仮
算
定
の
廃
止
！

■ 

年
12
回
の
支
払
い
が
年
10
回
に
変
更
！

国
保
加
入
者
に
押
さ
え
て
ほ
し
い
２
つ
の
変
更
点

新
制
度
で
は
、
高
石
市
と
大
阪
府
と
の

関
係
が
新
し
い
！

将来にわたり

国民皆保険を将来にわたって持続可能なものにするため、国民健康保険制度（以下、国保といいます。）が平
成 30 年 4 月から変更されます。府内の市町村と大阪府が共同で国保を担うことになり、これにより国保の財
政運営は市町村単位から府単位に拡大されます。

保
険
料
率

納
付
の
仕
組
み

特
別
徴
収
の
納
付
方
法
は
そ
の
ま
ま

【平成 30年度から】

【平成 30年度から】 【平成 29年度まで】

本
市
の
保
険
料
は
引
き
下
げ
の
方
向
へ

※

減
免
対
象
等
に
つ
い
て
も
、
今
後
は
府
内
統
一
の

　基
準
と
な
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

　ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

医療機関へのかかりかた
・病院の受付で被保険者証を見せる

市役所の窓口での手続き
・国保への加入や脱退の届出
・被保険者証の交付
・高額療養費等の申請
※特定健診や特定保健指導等の保健事業も
　市で実施します。

仮算定を廃止し、6 月に保
険料決定後、年間保険料の
決定通知書を送付します。

　
年
金
か
ら
の
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）
に
よ
り

保
険
料
を
納
付
し
て
い
る
方
は
、
仮
徴
収
（
４
月
・

６
月
・
８
月
）
で
本
年
２
月
に
引
き
落
と
し
た
保
険

料
と
同
額
を
徴
収
し
、
本
徴
収
（
10
月
・
12
月
・
２
月
）

で
年
間
保
険
料
か
ら
仮
徴
収
の
保
険
料
を
差
し
引
い

た
額
を
徴
収
し
ま
す
。

■
世
帯
主
が
75
歳
に
な
る
方
へ
・
・
・

　
平
成
30
年
度
に
世
帯
主
が
75
歳
に
な
る
場
合
は
、

特
別
徴
収
か
ら
普
通
徴
収
に
変
更
さ
れ
、
６
月
に
納

付
書
が
送
付
さ
れ
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

※

口
座
振
替
の
場
合
、
納
付
書
は
送
付
さ
れ
ま
せ
ん
。

その他の変わらないこと
　
こ
れ
ま
で
の
制
度
で
は
市
町
村
ご
と
に
国
保
の
運

営
が
行
わ
れ
て
い
た
た
め
、
住
む
市
町
村
に
よ
っ
て

保
険
料
率
や
減
免
の
基
準
が
異
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　
本
市
は
１
人
あ
た
り
の
医
療
費
が
高
い
水
準
に

あ
っ
た
た
め
、
保
険
料
に
つ
い
て
も
府
内
で
２
番
目

に
高
く
、
最
も
保
険
料
の
低
い
市
町
村
と
比
べ
る
と

年
間
５
万
円
以
上
の
差
が
生
じ
て
い
ま
し
た
。
今
回

の
制
度
改
正
に
よ
り
、
本
市
の
保
険
料
は
府
内
統
一

の
基
準
へ
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

加入者から集
めた保険料等
を基に府に納
付金を納める

医療費など、
保険給付に必
要な額を全額
支払う

この構造が新しい！

平成 30年度　保険料の改定

（　　）内は平成 29年度の保険料率等　

所得割

均等割

平等割

医療保険分 後期高齢
支援金分

最高
限度額

介護給
付金分

8.25％
（9.53％）

26,924 円
（32,200 円）

28,259 円
（24,100 円）

540,000 円 190,000 円 160,000 円
（540,000 円） （190,000 円）（160,000 円）

17,062 円
（17,800 円）

9,048 円
（10,000 円）

9,469 円
（7,500 円）

ー

2.85％
（2.96％）

2.32％
（2.97％）

平
成
27
年
度
国
保
１
人
あ
た
り
の

　
　
　
　
　
　
　
　
年
間
医
療
費
と
保
険
料
に
つ
い
て

410,000

430,000

：１人あたりの医療費

（円）

390,000

370,000

350,000

330,000

310,000

290,000

270,000

140,000

130,000

120,000

110,000

100,000

90,000

80,000

0

（円）

0

１

２
これまで
どおり

これまで
どおり

高石市

国保加入者

高石市

国保加入者
保険料を納める

“国保”を持続可能な制度に！
問合先　健幸づくり課 ☎（275）6374

４月 5月

仮算定

廃止廃止

【平成 29年度まで】

年間 回12
【平成 30年度から】

年間 回10

被保険者証の発行
保険料の賦課、徴収
保険給付
保健事業　      など

変更変更

大阪府
小規模な運営主体（市町村
単位）のため、財政状況が
不安定となりやすい構造上
の性質を抱えていました。

● 制度見直しのポイント

府
内
平
均

363,927
121,816

高
石
市

400,116
138,017

府
内
で
最
も

医
療
費
が
低
い
団
体

309,854
115,642

出
典
：
府
内
市
町
村
別
国
民
健
康
保
険
基
礎
デ
ー
タ
（
平
成
27
年
度
）、

　
　
　平
成
27
年
度
府
内
市
町
村
国
保
保
険
料
指
数
（
大
阪
府
試
算
値
）
よ
り

：１人あたりの保険料
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